
東京都の資源循環・廃棄物
処理施策について

東京都環境局資源循環推進部
産業廃棄物対策課⾧ 東川直史



はじめに

廃棄物処理の重要性

持続可能な開発目標（ＳDGｓ）
2015年9月、国連総会で採択。2030年までに持続可能でよりよ

い世界を目指す国際目標。17のゴール・169のターゲットから構成
され、発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサ
ル(普遍的)なものであり、日本としても積極的に取り組んでいます。

サーキュラーエコノミーと静脈物流の重要性
持続可能性の実現のため、環境と経済を両立させる「サーキュ

ラーエコノミー」の概念が注目を集めています。
廃棄物の回収・再資源化を担う「静脈物流」は、天然資源の採

掘や精錬による環境破壊の防止、優れた再生資源を動脈産業に安
定供給することによる資源消費の抑制の効果があります。

国民生活と廃棄物処理
日常生活だけではありません。新型コロナウイルス感染症の流

行時、さらには震災や風水害が発生した際には、静脈物流に関連
する事業者の重要性が、国民生活や社会経済活動に不可欠なもの
として、改めて認識されています。



１ 世界の潮流 ESG と SDGs

SDGs:Sustainable Development Goals

ESG:Environment、Social、Governance を考慮した投資

2015年９月の国連サミットで全会一致で採択された国際目標
17のゴール ＆ 169の目標とで構成

⇒ “企業”、“自治体”等のための概念

・ 2006年に国連が「責任投資原則」(PRI)を提唱し、急速拡大
・ 財務情報に加え、リスク管理・収益創出可能性のチェックポイント

⇒ “金融機関”、“投資家” のための概念



１ 世界の潮流 ESG と SDGs



ESG と SDGs の関係 （イメージ）

② 投資家が、企業についてESGに沿って評価し、投資

① 企業がSDGsに沿った目標を立案し、計画的に取組を推進

③社会が企業を評価⇒企業が事業を継続･拡大

⑤ 投資リスクの減少
(投資リターンの増加）

日本国内のＳＤＧｓの認知度は８割
９３％の企業が、自社の事業活動をＳＤＧｓに紐づけ。
８３％がＳＤＧｓへの貢献を会社の方針として明確化。

④ 企業の価値が向上



研修動画 （東京都が作成・公開中）

https://youtu.be/LIy4749wj2I

東京都環境局 研修動画 サーキュラーエコノミー



２ 循環型社会の構築に向けて
我が国における物質フローの実態

出典：環境省
令和4年版環境白書

(GDP÷資源等投入量)

[2000]25.3万円/ﾄﾝ
[2019]43.7万円/ﾄﾝ

循環利用率も上昇
(近年は横ばい)

資源投入は削減
資源生産性は上昇



【参考】プラスチック問題のイメージ

資源循環・廃棄物処理分野では、３Ｒや適正処理を通じて、
低炭素・豊かな生態系の実現にも貢献

【対策】
東京都プラスチック
削減プログラム
（Ｒ1.12）

・使い捨てプラ削減
・リユース支援
・焼却に依存しない
適正処理の推進 等



【参考】プラスチック資源循環推進法
（プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律）

３Ｒ＋ Renewable（再生可能資源の利用）の推進

〇 製品設計の改善
プラスチック製品の設計段階から環境負荷を低減するための

指針が規定

〇 事業者の責任
製造・販売事業者は、プラスチック製品の自主回収・再資源

化計画を策定し、認定を受ける必要あり。
認定を受けると、業の許可が無くても回収・再資源化

事業を行うことが可能に
〇 排出事業者・消費者の役割
消費者もプラスチック使用製品の選択、使用の合理化、分別

収集に協力しなくてはならない。
再資源化を著しく阻害するものの混入は防止する義務

〇 自治体の役割
自治体は、プラスチック廃棄物の分別収集・再商品化を推進



３ 東京都の施策(その１) 東京都環境基本計画
持続可能な社会の実現に向けて、東京都環境基本条例に基づき、環境の保全に
関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために定めた計画



３ 東京都の施策(その２) ゼロエミッション東京戦略
 東京都が2050年までにCO2排出を実質ゼロにすることを目指す計画。

 具体的には、2030年までに温室効果ガス排出量を50％削減することを、まずは
目標とし、エネルギー消費の効率化や廃棄物削減などを進めていく。



＜基本的な方向性＞
持続可能な形で資源を利用する社会の構築を目指す
社会基盤としての廃棄物・リサイクルシステムの
強化を目指す

＜３つの柱＞
（１）持続可能な資源利用の実現
（２）廃棄物処理システムのレベルアップ
（３）社会的課題への果敢なチャレンジ

適正処理の徹底と静脈ビジネスの
発展に向けた取組

３ 東京都の施策(その３) 東京都資源循環・廃棄物処理計画
2021（令和３）年９月



【参考】都内における産業廃棄物の現状
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１ 産業廃棄物の許可申請・届出件数（審査）・・・年間約1.3万件 (R5年度)

４ 適正処理に向けた取組

合計特別管理産業廃棄物産業廃棄物
1,136501,086新規許可
26120241変更
3,2112352,976更新
8,2261,1397,087変更届出
15614142廃止

12,9901,45811,532合計

２ 産業廃棄物処理業の許可業者件数 ・・・ 約２万事業者 (R5年度)

合計特別管理産業廃棄物産業廃棄物
20,1801,14219,048収集運搬業
34015325処分業

20,5301,15719,373合計



 最近の事例
・排出事業者に対するリチウムイオン電池等の排出方法
・PCB特別措置法に基づくPCB廃棄物の期限内処理 など

５ 適正処理に向けた取組

3 産業廃棄物“処理業者等”への指導実績・・・年間 約700件 (R5年度)
行政処分文書指導・警告立入検査

1414569許可業者
09127その他
1423696合計

４ 産業廃棄物“排出事業者”への指導実績・・・年間 約 2,200件 (R5年度)

文書指導・警告立入検査

402,244産業廃棄物排出事業者
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全国の不法投棄新規件数の推移

～ 機動的・広域的な不法投棄・不適正処理対策 ～

・警視庁と連携し「産廃Gメン」を組織。 専門組織による早期発見・取り締まり

・近隣県市とも連携し「産業廃棄物不適正処理防止広域連絡協議会」（通称：
「産廃スクラム」。現37自治体参加）を設置。

産業廃棄物の広域移動に伴う監視体制を強化

例：料金所での一斉路上調査

H12:スクラム開始

H14:Gメン開始

５ 適正処理に向けた取組



• 報告・公表制度（Ｈ１７~）
〇排出事業者・処理業者さんから、産業廃棄物の処理状況などを報告して頂く制度

〇都ホームページ上で公表し、企業の社会的責任の徹底や産業廃棄物処理の透明化を促進

【対象】排出事業者：建設業（資本金３億円超）、製造業（従業員300人以上）、病院
処理業者：処分業者、積替え保管施設を有する収集運搬業者

• 電子マニフェスト普及促進

【電子マニフェストのメリット】

遵法性

マニフェスト保管及び行政報告の徹底

透明性

偽造しにくい、不適正処理の防止

事務処理

事務処理の効率化、非接触業務の推進

５ 適正処理に向けた取組

電子化率

81.2%（R５年）



産業廃棄物処理業者の第三者評価制度 (H21～)
・優良な処理業者を、第三者評価機関として都が指定した
（財）東京都環境公社が評価・認定する制度

【ねらい】
・優良な処理業者を評価・認定し、排出事業者に信頼できる処理業者情報を提供
・優良業者が市場から選択されることで、適正処理と健全な静脈ビジネスの発展を促進

【特徴】
・利害関係のない第三者機関が評価
・遵法性、安定性、先進的な取組を総合評価
◎書面だけでなく、現地審査も実施

（評価の信頼性の確保）

産廃エキスパート

産廃プロフェッショナル

都の許可を有する処理業者

【認定ロゴマーク】 名刺等
で活用可能

約200社

約２万社

６ 静脈ビジネスの発展に向けた取組



都独自の評価項目

1.遵法性(例)
・行政指導による警告書を受けていない（過去２年間）

2.安定性(例)
・労働災害事故の未然防止に向けた取組を行っている。
・事故時や災害に対する危機管理マニュアルが整備され
緊急時の連絡体制が決められている。危機管理教育、
防災訓練等を定期的に行っている。

3.先進的な取組(例)
・気候変動対策を行っている（報告書等を作成・提出）
・許可車両として低公害・低燃費車又は低公害型重機を

導入している。

ぜひチャレンジを！！

認定業者の許可証には
「都認定」と「ロゴマーク」が入ります



一人ひとりが安全責任者の自覚を持ち「安全第一」を意識した行動を！

廃棄物処理業における労働災害の発生状況（出典：全国産業資源循環協会）

 よくある事故の例
１ 墜落・転落
・廃棄物の荷降ろしをするとき
・積み込みするとき

２ 挟まれ・巻き込まれ
・装置の点検（異物除去中）

３ 飛来・落下
・フォークリフトによる荷崩れ
・重機作業（破砕）による飛来

終わりに 一番大切なこと

(番外) 過積載
・制動距離の延⾧、機動性の変化
・横転、荷崩れ



【参考】廃棄物処理法における東京都の位置・役割

【法】第１条 目的
廃棄物の排出抑制、適正処理、生活環境を清潔に保持することにより、生活環

境の保全及び公衆衛生の向上を図る

【法】第４条、第5条の二、第5条の五ほか 役割

•廃棄物の排出抑制や減量化、適正処理に関する施策の総合的・計画的な
推進を図る基本方針を定める
•都道府県及び市町村に対して技術的・財政的援助を行う 等

国

•基本方針に即して、都道府県廃棄物処理計画を策定する
•区域内の状況を把握し、適正な処理が行われるよう必要な措置を講じる
•産業廃棄物処理業及び処理施設設置の許可を行う 等

都道府県

•市町村一般廃棄物処理計画を策定する
•自ら一般廃棄物の処理を行う
•一般廃棄物業の許可を行う 等

市町村



【参考】環境局の組織体制

環境局

資源循環推進部

総務部

気候変動対策部

環境改善部

自然環境部

多摩環境事務所

一般廃棄物対策課

◆部の庶務
◆資源循環・廃棄物施策の企画・調査 等

◆一般廃棄物処理に関する区市町村支援
◆廃棄物処分場の施設整備計画 等

計画課

◆産業廃棄物処理業及び施設の許可・届出
◆産業廃棄物排出事業者及び処理業者の
規制監視・指導

◆不法投棄等の不適正処理対策 等

東京都庁 第二本庁舎 19階北側

産業廃棄物対策課


